電子契約サービスを利用した
契約締結（電子契約）について


　浜松市おける「浜松市ＤＸ推進計画」の一環として、電子契約を導入します。それに伴い本案件を電子契約の対象とします。概要等をご覧いただき、電子契約を希望される場合は、落札決定後から３日以内（土日祝除く）に「電子契約同意書兼メールアドレス確認書」を下記契約担当課宛に提出してください。
　なお、電子契約を希望されない場合は、従来どおり書面での契約が可能です。手続きについても従来から変更ありません。

【提出先】
契約担当課：浜松市財務部調達課
電話：053-457-2176
メールアドレス：tyotatu@city.hamamatsu.shizuoka.jp


＜電子契約の概要＞
契約締結から契約書管理まで可能なクラウド型の電子契約サービスで、契約書をアップロードし、相手方が承認するだけで契約を結ぶことができます。
紙の契約書に印鑑を押す代わりに、電子契約サービスのクラウド上に、ＰＤＦ形式の契約書をアップロードし、発注者及び受注者が同意することで、電子署名とタイムスタンプが付与され、インターネット上で契約を締結するものです。
電子署名とタイムスタンプが付与されることで、「誰が」「いつ」承認したか、長期にわたって証明され、電子契約サービスのクラウドには、高度なセキュリティ対策が講じられていますので、安心してご利用いただけます。

＜電子契約のメリット＞
○契約締結の業務効率化
　・契約書の製本や押印が不要となります
　・契約書の受け取りや持参による移動がなくなります

○コスト削減
　・印刷、製本、郵送や移動にかかる費用を削減できます
　・収入印紙が不要となります

○いつでもどこでも
　・インターネットと電子メールが使える環境であれば、どこでも利用できます
　・２４時間３６５日利用できます（メンテナンス等により利用停止になる場合を除く）


建設工事における電子契約の標準的なフロー
N日

開札、落札決定

· 「電子契約同意書兼メールアドレス確認書」の作成、提出（電子メール）N日+3日
まで

· 「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１３条に基づく書面」の作成、提出（電子メール）※該当する場合のみ
· 契約保証手続き

· 契約書類の作成、確認依頼メール（クラウドサイン）

· 契約書類の確認、承認（担当者、契約締結権限者）
· 契約保証証書の提出（※）

※契約保証証書の提出についてN日+5日
N日+4日
正午まで


	保証の種類
	提出方法
	提出内容
	その他

	
電子証書
	
電子メール
	電子保証にかかる
「認証キー」のお知らせ
	メール件名：
【会社名】認証キーの送付について

	現金
（納入通知書）
	
電子メール、持参、郵送
	
納付書兼領収書の写し
	メール件名：
【会社名】納付書の送付について

	現金
（口座振込）
	口座振込を希望する場合は、契約担当課と要調整

	上記以外
	持参、郵送
	紙の保証書等
	―



·  (
受注者（事業者
）
発注者（市
）
)契約書類の確認、承認

契約締結
· 契約書の保管

※開札日からの日数は土日祝を除きます。
※開札から契約までの日程は変更になる場合もあります。
[bookmark: _GoBack]※建設業退職金共済制度（建退共）の掛金収納書は、契約締結後１か月以内に提出してください。（持参又は郵送）

様式２

電子契約同意書兼メールアドレス確認書（建設工事用）

	契約番号：
	課名：

	件名：



上記案件に係る契約（契約変更の必要が生じた場合における変更契約含む）について、別記１「建設工事請負契約における建設業法第１９条について」に承諾し、契約締結に必要な情報を提出します。

1. 契約締結権限者の情報
	氏名：
	電話番号：

	メールアドレス：


※入札参加資格登録のある代表者と同じである必要はありません。

2. 契約事務担当者の情報
	氏名：
	電話番号：

	メールアドレス：


※契約締結権限者と同じ場合、記載不要です。
※契約締結権限者と同じメールアドレスは登録できません。

3. 契約手続きの情報
	建設リサイクル関係書類提出の有無：　
	管轄審査会名：　　　建設工事紛争審査会

	契約保証の種類：


※管轄審査会名が記入されていない場合は建設業法第２５条の９第１項又は第２項に定める建設工事紛争審査会を管轄審査会とします。



令和　　年　　月　　日
（あて先）浜松市水道事業及び下水道事業管理者

住所又は所在地　
商号又は名称　
代表者氏名　


【注意事項】
· 本書は押印不要です。電子メールに添付のうえ、提出してください。（Word形式）
· 提出した情報に変更があった場合は、速やかに報告してください。
· 建設リサイクル関係書類提出に該当する案件の場合、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１３条に基づく書面」を落札決定から３日以内（土日祝日除く）に電子メールに添付のうえ、提出してください。（Excel又はWord形式）
· 契約保証の種類は、保証事業会社の契約保証（東日本建設業保証（株）、西日本建設業保証（株）、北海道建設業信用保証（株））、金融機関の保証、公共工事履行保証保険、履行保証保険、契約保証金の納付、有価証券の提供から選択してください。
· 契約保証は契約予定日の前日までに、以下の方法にて提出してください。
・保証事業会社の電子証書：電子保証にかかる「認証キー」のお知らせ（PDF形式）を電子メールにて提出
・契約保証金の納付：領収印が押された納付書兼領収書の写しを電子メールにて提出又は郵送若しくは持参
※口座振込の場合は契約担当課と事前に調整すること
・上記以外：紙の保証書等を郵送又は持参
· 共同企業体の場合は、全構成員が「電子契約同意書兼メールアドレス確認書」を提出してください。なお、「3. 契約手続きの情報」は代表構成員のみ記載してください。



別記１

建設工事請負契約における建設業法第１９条について

建設工事請負契約においては、建設業法第１９条第３項により次の条件に基づき、建設業法第１９条第１項及び２項の規定による書面の交付に代えて電磁的措置を講ずる方法により実施することについて相互に承諾するものとします。
なお、本承諾後であっても、電磁的措置を講ずる方法により実施することを撤回する旨の申出があった場合、申出以降の建設工事の請負契約については書面を交付することとします。

①電磁的措置の種類
コンピュータ・ネットワーク利用の措置

②電磁的措置の内容、ファイルへの記録の方式
　電子契約サービスを通じて、送信者がＰＤＦファイル形式の書類をアップロードし、契約当事者が同意することにより、電子認証局サービスが提供する電子証明書を利用した電子署名を付加し、電子メール、サーバー上からダウンロード等により記録する方法等
